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本市外郭団体「財団法人 帆船日本丸記念財団」及び 

「横浜ベイサイドマリーナ株式会社」の 

経営改革に関する方針案について 
 
 
港湾局の所管団体である「財団法人 帆船日本丸記念財団」及び「横浜ベイサイドマリー

ナ株式会社」について、「横浜市外郭団体等経営改革委員会」から本年３月に出された提言

に対する方針案を決定しましたので、ご報告します。 

 

 

１ 財団法人 帆船日本丸記念財団 

 

（１）経営改革委員会からの提言の要旨  

団体分類：引き続き経営努力が必要な団体※ 

 
※提言の団体分類は、以下の４つの分類から、団体ごとに決定しています。 

①統合・廃止の検討が必要な団体   ②民間主体の運営が望ましい団体 

③事業等の再整理が必要な団体    ④引き続き経営努力が必要な団体 

 

 

 

 

・主な内容 

① 日本丸メモリアルパークの指定管理者として、市へ積極的な提案を行うなど、団体の 

存在意義を高める取組を行うこと。 

② 役員及び管理職数を見直し、効率的な組織体制とすること。 

 

 

 

（２) 方針案の概要  

 

 1

 

 

 

市民ニーズなどを取り入れながら、帆船日本丸及び横浜みなと博物館などの魅力

向上に努めるとともに、財務体質の強化を図ってまいります。 

 

・具体的な取組内容 
① 様々な教育普及事業の推進、こどもやシニア向けの新たなプログラム開発を行います。 
② 利用料金収入の増、一般管理費の削減などを図ります。 
③ 固有職員の意識改革と人材育成を推進し、管理職などへの積極的な登用を進めます。 

 

 

 

 



２ 横浜ベイサイドマリーナ株式会社 

 

（１）経営改革委員会からの提言の要旨  

団体分類：民間主体の運営が望ましい団体 

 

・主な内容 

①  放置艇対策に一定の役割を果たしてきたが、マリーナであり公益性は相対的かつ限 

定的といえ、今後の環境変化を想定した将来の市の関与のあり方について検討および

関係機関との調整を実施すること。 

② 自立的かつ効率的な事業実施に取り組むこと。 

 

 

（２）方針案の概要  

 

 

 

 
・具体的な取組内容 

放置艇の受皿などの公益的使命を果たしながら、次期協約期間中においては、将来の

市の関与のあり方について検討及び関係機関との調整を行います。 

① 将来の市の関与のあり方を検討し、関係機関との調整を進めます。 

② 係留隻数と係留利用料収入の確保やコスト削減に引き続き取り組みます。 

③ 桟橋改修計画と中期の資金計画を策定します。 

④ 人材開発・育成計画を策定するとともに、市、民間派遣職員の見直しを行います。 
 
 

３ 今後のスケジュール（予定） 

今後、「具体的な取組内容」に基づき、市と団体の共通の経営目標となる「次期協約（期 

間：平成 23～25 年度）」の策定に向け、団体と協約項目や目標値（数値目標等）、スケジ 

ュールなどの協議を進めます。 

なお、次期協約は、本年６月を目処に策定します。 

 

４ 添付資料  

（１）「経営改革に関する方針案」（財団法人 帆船日本丸記念財団部分） 

（２）「経営改革に関する方針案」（横浜ベイサイドマリーナ株式会社部分） 
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